
各都道府県等の相談窓口の設置について

妊婦の方々への新型コロナウイルスに関する相談窓口が各都道府県等に設置さ
れています。連絡先等については下記をご参照ください。
※お住まいの市町村の相談窓口もご活用ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11296.html

分娩について

各都道府県においては、妊婦の方が罹患した場合の周産期医療提供体制の整備
など、安心・安全な分娩の実現に努めています。新型コロナウイルスに感染し
た妊婦の方は、かかりつけ産科医療機関と分娩先などについてご相談ください。

相談・受診の目安

妊婦の方については、発熱や咳などの比較的軽い風邪の症状がある場合でも、
念のため、重症化しやすい方と同様に、まずは早めに帰国者・接触者相談セン
ター等に御相談ください。

医療機関を受診する際にはマスクを着用するほか、手洗いや咳エチケット（咳
やくしゃみをする際に、マスクやティッシュ、ハンカチ、袖・肘の内側などを
使って、口や鼻をおさえる）の徹底をお願いします。
https://www.mhlw.go.jp/content/000628620.pdf

ビデオメッセージ集について

妊婦のみなさま、小さなお子さまがいらっしゃるみなさまに向けて、各分野の
専門家からのメッセージを掲載しています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10996.html

働いている方について

妊娠中の女性労働者が、その作業等における新型コロナウイルス感染症への感
染のおそれに関する心理的なストレスが母体又は胎児の健康保持に影響がある
として、妊婦検診等で主治医等から指導を受け、事業主に申し出た場合、事業
主は、この指導に基づき、作業の制限、出勤の制限（在宅勤務・休業）等の措
置を講じなければなりません 。（男女雇用機会均等法）
※本措置の適用期間は、令和２年５月７日～令和３年１月31日です。

このほか、妊娠中の女性労働者は、時間外労働、休日労働、深夜業の制限など
について、主治医等からの指導がなくても請求ができます。（労働基準法）

―――――上記に関するリーフレットをホームページに掲載しています。―――――
https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000628247.pdf

厚生労働省から労使団体等に対して、新型コロナウイルス感染症に関して、妊
娠中の女性労働者への配慮がなされるよう、労使で十分に話し合い、安心して
休暇を取得できる体制を整えていただくことなどを要請しました。これらの要
請の内容や働く妊婦の皆様、企業の皆様への各種ご案内をホームページに掲載
しています。
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11067.html
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